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成長期待企業のイチオシ！

中小企業のための
ひょうご産業SDGs推進宣言事業・認証事業

ひょうご産業活性化センターは中小企業のSDGsの取り組みを支援しています。
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ヘリタビ（同）

起業家支援事業助成金
（社会的事業枠）を利用して 代表社員

前畑 洋平

●必要な撮影機材を導入できた
●産業遺産の精細なデジタル記録が可能になった
●産業遺産の価値や魅力を社会に発信できた

産業遺産の歴史的・文化的価値を高めるため
デジタル記録とツーリズムで過去と未来をつなぐ

神戸市

「廃墟の女王」と呼ばれる旧摩耶観光ホテルの見学ツアーも

廃虚に産業遺産としての価値を見いだす
　神戸市を拠点に、ツアーの企画・催行やデジタル記録
を通して、廃虚や産業遺産の魅力を発信している同社。
前畑洋平代表は小学生の頃、『ぼくらの七日間戦争』とい
う映画に影響されて廃工場に秘密基地を作ったことを
きっかけに、廃虚の魅力にのめり込みました。中学生から
関西圏の廃虚を巡り始め、20代の頃には全国に足を延ば
す中で、それらの中には日本の近代化を支えた産業遺産
も含まれていることに気付きます。「先人からのヘリテー
ジ（遺産）が人知れず解体されていく現状をどうにかし
たい」という思いから、NPO法人において、廃虚・産業
遺産の見学会や調査・記録、それらを軸にした地域活性
化に取り組んできました。
　活動を通して市民と遺産をつなぐコーディネート役と
しての信頼を構築し、近年は自治体や企業から記録方法
やツアー企画などに関する相談が増加。そこで新たに、
自治体や企業向けのデジタル記録事業、大手旅行会社と
連携したツアーの企画などをビジネスとして展開してい
くために、2025年、同社を設立しました。
　「産業遺産というと難しく聞こえるかもしれませんが、

廃虚といえば間口が広がり、多くの人の興味を引き、そ
の歴史的・文化的価値に気付いてもらいやすくなると考
えています」

VRが開く遺産体験の新たな可能性
　合同会社設立に当たり、産業遺産のデジタル記録を事
業の核に据えた前畑代表。「自治体などが求める精細な
記録を残すには、高品質なカメラやドローンなどの機材
が必要不可欠でした」と振り返ります。
　機材導入にかかる資金を調達するため、インターネッ
トでひょうご産業活性化センターの「起業家支援事業助
成金」を見つけ、すぐに申請。助成金を活用してドロー
ンやミラーレスカメラなどを導入し、自己資金を投じて
360度カメラなども加え、自由視点VRコンテンツや実
写バーチャルツアーの制作体制を整備しました。これに
より、現地に足を運べない人も遺産を体験できるデジタ
ルコンテンツの提供が可能になりました。
　現在は「廃墟景観研究所」と名付けた活動拠点を神戸
市内に構想中。記録や資料を閲覧できる資料館機能を持
たせるほか、愛好家が集まり情報交換できる場にしたい
と考えています。「廃虚の景観そのものをクローズアッ

制度利用の流れ
2025年6月 7～9月 26年2月 3月
当センターへ
申請する

書面審査、ヒアリング審査を
経て助成事業に採択される

事業完了後、実績
報告書を提出する

助成金が支給
される
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調査には研究者や大学院生らが参加 助成金を活用して導入した撮影機材

プし、その価値が市民権を得ることで所有者の意識が変
わり、産業遺産として残そうという動きにつながってい
けば」と意気込む前畑代表。老朽化すれば解体されるこ
とが当然だったものに価値を見いだし、適切な保存方法
を模索しながら後人に託すための挑戦が続きます。

ヘリタビ合同会社
神戸市兵庫区御崎本町3-2-12　 T 080-7173-5245
●代表社員／前畑洋平
●事業内容／産業遺産の記録映像撮影、ヘリテージ
ツーリズムの企画・運営　Ｈhttps://heritabi.com/

自 費 出 版
見  積  り  無  料

まずは電話かメールでお問合せください

TEL.078-362-7140
jihishuppan-kpc@kobe-np.co.jp

あなたの本を

「オーダーメイド」

だけ https://kobe-selfpub.jp

こちらから
▼

株式会社 神戸新聞総合印刷

•�事務所開設や初度備品、広告宣伝など起業にかかる
経費について助成を受けられます
•�空き家を利用する場合は別途100万円まで助成を受
けられます

問ひょうご産業活性化センター新事業課
Ｔ078-977-9072
制度の詳細についてはホームページをご覧ください

利用メリット起業家支援事業助成金（社会的事業枠）
地域の需要創出と経済活性化を図るため、将来有望
なビジネスプランで起業を目指す中小企業を支援し
ます。「社会的事業枠」はデジタル技術を活用した社
会的事業分野での起業が対象。他に「一般事業枠」、
UJIターンの人向けの「ふるさと・事業承継枠」、30
歳以下の人が対象の「若者枠」もあります。

【助成率】対象経費の1/2以内
【助成額】上限100万円 ※空き家を活用する場合は別途100万円まで
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同メッセの併催セミナー。1日目はアジアや米国の最新の市
場動向や海外進出戦略、2日目はアフリカ等の新興国市場
や海外ビジネス展開における実践的なアプローチなどを紹
介します。無料。入退場自由（同メッセの入場には事前登録
が必要）。
日9月3日㊍･4日㊎11時～15時 ※4日は13時15分から
所神戸国際展示場（神戸市中央区）
定各日50人（先着）
問ひょうご海外ビジネスセンター
Ｔ078-271-8402
※タイムスケジュールはホームページで確認してください

理化学研究所放射光科学研究センター長の石川哲也さん
らによる特別講演をはじめ、大学の脱炭素社会に向けた研
究開発の紹介など。無料。終了後、交流会を開催（参加料
5,000円）。
日9月18日㊎10時20分～17時25分 ※交流会は17時40分～
19時

所シンポジウム：アクリエひめじ、交流会：ホテルモントレ姫
路（いずれも姫路市）
申問同大学社会価値創造機構
Ｔ079-283-4560
9月11日㊎までに所定の申し込みフォームから

JICAのプログラムにより日本の大学院で学ぶ社会人留学
生300人と日本の企業・団体との交流会。留学生とのビジネ
ス連携やインターンシップの受け入れ、開発途上国での事
業展開に関心がある企業・団体のブース出展を募集します。

使用言語は英語。無料。
日10月30日㊎10時～17時
所マイドームおおさか（大阪市中央区）
定50社
申問（一財）日本国際協力センター
Ｔ03-6838-2717
9月18日㊎17時までに所定の申し込みフォーム
から

脱炭素とサーキュラーエコノミー（循環型経済）を両立する
ためのビジネスプランを募集中です。
対関西2府4県に本社がある中小企業、スタートアップ
●募集分野
脱炭素に資する新ビジネス創出、脱炭素経営、脱炭素に関
する新商品など
●賞金＝最優秀賞50万円、優秀賞30万円、特別賞10万円 
※他参加賞1万円

申問同コンテスト実行委員会
９月10日㊍17時までに大阪商工信用金庫の
ホームページの申し込みフォームから 

企業や起業家の新規性・独創性に富んだビジネスプランの
構築、企業や研究者が取り組む先進的な研究開発の事業
化を支援します。
対 ①関西2府4県に事業所がある、または関西への進出を
目指す法人・個人
　 ②関西2府4県に事業所があり研究開発に取り組んでい
る法人・個人
●募集部門
ものづくり、ヘルスケア、ICT、環境・エネルギー、地域課題解
決・まちづくり
●助成額＝大賞各300万円など
申問池田泉州銀行助成金事務局
Ｅsenshin@sihd-bk.jp
ホームページからエントリーした後、10月20日
㊋までに所定の申込書（ダウンロード可）を申し
込みサイトから提出

国際フロンティア産業メッセ2026
「海外ビジネスセミナー」

兵庫県立大学
「価値共創シンポジウム2026」

「大阪脱炭素・サーキュラー
エコノミービジネスコンテスト2027」

池田泉州銀行　「①ニュービジネス助成金
②イノベーション研究開発助成金」

（独）国際協力機構（JICA）
「JICA Networking Fair in Autumn 2026」

ひょうご産業活性化センター

関係機関

日日時　所場所　対対象　定定員　￥料金
申申し込み先・方法　問問い合わせ先 
Ｔ電話番号　Ｆファクス番号　Ｅ Eメール
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創業・新事業、経営改善、取引拡大、
DX化、SDGs等に
つながる支援メニュー
を発信中！

ひょうご産業活性化センター通信「JUMP」は、中小企業地域資源
活用等促進事業の助成金を活用して作成したものです

ホームページ メールマガジン

FacebookXYouTube

Instagram

ひょうご産業活性化センター公式

神戸市中央区旭通5丁目2－13

土地や家屋を取得すると不動産取得税が課税され
ます。ただし、2023（令和5）年4月1日以降に取得
し、登記所で登記をした場合、申告は不要です。国外
に住所を有する人や、不動産取得税を納める前に国
外に転出する場合は、国内在住者を「納税管理人」
として選定する必要があります。詳しくは、管轄の県
税事務所にお問い合わせください。

兵庫県・県税事務所

不動産取得税について
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「中小企業支援ネットひょうご」とは
さまざまな経営課題を抱える中小企業の応援を目
的に、中小企業支援機関や連携団体でつくるネッ
トワークです。各機関の強みを生かしながら、総
合的な支援を展開。DXやGX、SDGs等の新た
な経営課題の支援にも取り組んでいます。

がんばる企業を応援
「中小企業支援ネットひょうご」構成機関からのご案内

持続可能な社会を創る

ひょうご海外ビジネスセンターは、神戸市海外ビジネス
センターおよびジェトロ神戸と「ひょうご・神戸国際ビジ
ネススクエア」として連携し、同じフロアで隣り合って一
体となる窓口において、中小企業等の海外ビジネス展
開への支援サービスをワンストップで提供しています。

ひょうご海外ビジネスセンター
（公財）ひょうご産業活性化センター

海外ビジネス展開をサポート

海外ビジネス経験が豊富な「海外展開促進員」が中小企
業等を訪問し、販路の開拓、生産委託先・調達先の確保、
生産・販売拠点の設立など、海外ビジネス展開に関するさ
まざまな相談に対応しています。

「ひょうご国際ビジネスサポートデスク」を中心に、関係ビ
ジネス支援機関、現
地進出企業等からも
講師を迎え、世界各
国・地域の最新の動
向やビジネス環境を
伝えるセミナーを開
催しています。

現地商談、現地見本市等出展、海外新展開調査、越境EC
など、中小企業等の海外展開に対する助成制度を設けて
います。

海外企業の信用調査、ベトナム、インドネシアの工業団地
への入居などにかかる、優遇措置適用のサービスを斡

あっ
旋
せん

しています。

「ひょうご・神戸国際ビジネススクエア」の各種ビジネス支
援情報をはじめ、海外ネットワーク先からの現地最新情
報、関係ビジネス支援機関のイベント情報などをメールマ
ガジンで配信しています。 

個別相談対応

海外展開支援セミナーの開催

メールマガジンの配信

海外ビジネス支援メニュー 海外ネットワーク

県
内
中
小
企
業
等
の

優遇措置適用の斡旋

海外展開に対する助成

海外で活躍する兵庫ゆかりの企業人等と連携し、世界8
カ国10カ所に「ひょうご国際ビジネスサポートデスク」を
設置。現地ビジネス環境の情報提供、現地ビジネスネット
ワーク先の紹介など、中小企業等の海外ビジネス展開を
支援しています。また、兵庫県が設置する海外事務所とも
連携しています。

●ビジネスサポートデスク　▲海外事務所

神戸市中央区浜辺通
5-1-14 神戸商工貿
易センタービル4階
T 078-271-8402
H https://www.
　hyogo-kaigai.jp

（公財）ひょうご産業
活性化センター
ひょうご海外
ビジネスセンター
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中小企業支援ネットひょうごでは、さらなる成長が見込める企業を
「成長期待企業」に選定し、複合的な支援をしています。このコー
ナーでは選定企業が誇る自慢の商品やサービスを紹介します。

㈱山弘の

㈱山弘　宍粟市山崎町須賀沢704
Ｔ0790-63-0063　H https://www.yamahiro.org

⃝設立年：1958年　⃝代表取締役：三渡眞介
⃝事業内容：総合建築請負業など

水平ラインを強調した外観デザイン

宍粟産の木材にこだわり
デザイン性と耐震性を両立

はりまの杜 しそう杉の家

　同社の新築戸建てブランド「はりまの杜 しそう杉の家」。
自社製材の杉を使った和モダンな住宅は、機能性とデザイ
ン性に優れ、グッドデザイン賞にも輝いています。
　1958年、林業が盛んな宍粟の地で製材所として創業し、
やがて建築業にも進出。しかし、安価な輸入材の台頭によ
り、製材部門を譲渡するなど、道のりは順風満帆ではありま
せんでした。三渡眞介社長の父が社長を務めていた80年、
一件のリフォーム工事を受注したことが好転のきっかけに。

「当時、単価の安いリフォームは敬遠しがちでしたが、数を
こなせば業績は上向くと手応えをつかんだのでしょう」

　リフォーム事業が軌道に乗ると、先代はプレカット機な
どの製材機器の導入を進めました。それらを生かすために
は新築部門の強化が急務と考えた三渡社長は05年、志願し
てリフォーム部門から異動。ブランド構築に着手します。気
鋭の建築家の下でデザインを学ぶ傍ら、基本構造では直下
率を重視。直下率とは、上下階で柱や壁の位置がそろう割合
で、高いほど地震に強いとされます。デザイン性と耐震性を
両立させた“ヤマヒロの家”は展示場でも注目度が高く、受注
は堅調です。「新築を増やすことで、地元林業の振興につな
がれば」。地域貢献も視野に、さらなる成長を目指します。

天井板を張らず、梁を見せることで開放感を創出
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県内中小企業の全産業・業種別の売上高（速報値）を公開中！ ひょうご企業業績

【個人の青色申告者向け】令和９年分所得税から！
「青色申告特別控除」が見直されます

参考文献：「事務所通信2026年9月号」（TKC出版）

令和9年分所得税から、「青色申告特別控除」の適用要件と控除額が見直されます。キーワードは
「複式簿記」「電子申告」「優良な電子帳簿の保存」の三つ。令和9年1月からスムーズに対応できるよ
う、今のうちから改正内容をおさえておきましょう。

「複式簿記+電子申告」が新スタンダード！控除額は「75万円・65万円・10万円」に
青色申告特別控除は、個人の青色申告者（不動産所得または事業所得のある青色申告者）のみが受
けられる青色申告の特典の一つです。
現行制度では、満たすべき要件によって「65万円」「55万円」「10万円」の三つの控除額が設けられてい
ますが、令和9年分の所得税から、一定の要件の下、「75万円」「65万円」「10万円」となります（図表）。
今回の改正は、複式簿記による記帳と電子申告の普及を後押しするもの。政府が推進している「取
引から会計・税務までのデジタル化（デジタルシームレス）の普及」に向けた環境整備の一環でも
あります。一方で簡易簿記による記帳や書面申告を行う場合、控除額が大幅に下がるため、実質的
な税負担が増えることになります。

◎青色申告特別控除　65万円→75万円
（複式簿記+電子申告+優良な電子帳簿の保存等）
「正規の簿記の原則」（複式簿記）に従って記帳をし、「帳簿」（仕訳帳・総勘定元帳）に関して電子帳
簿保存法に規定される「優良な電子帳簿」の保存など一定の要件を満たし、かつ期限内に所得税の
確定申告書と決算書等をe-Taxを使用して電子申告をしている場合は、青色申告特別控除額が「65
万円→75万円」に引き上げられます（確定申告期限までに税務署への届出が必要）。

青色申告特別控除の見直し（令和9年分所得税から）

◎対象者：不動産所得または事業所得を生ずべき事業を営んでいる青色申告者（現金主義によることを選択している場合を除く）
◎届出：「75万円」の控除を受けるためには、確定申告期限までに一定の事項を記載した届出書を税務署に提出する必要あり

図　表
改正前

要件 控除額
複式簿記＋①～③のいずれか

65万円①優良な電子帳簿（訂正削除履歴）
②請求書データ等との自動連携
③電子申告

複式簿記（上記①～③を満たさず　書面申告） 55万円
簡易簿記 10万円

改正後
要件 控除額

複式簿記＋電子申告＋①②のいずれか
75万円①優良な電子帳簿（訂正削除履歴）

②請求書データ等との自動連携
複式簿記＋電子申告 65万円
複式簿記（書面申告） 10万円簡易簿記（対象を限定※）
※簡易簿記は、不動産所得または事業所得があり、
その前々年の収入が1,000万円以下の人が適用できる

・＝・

TKC近畿兵庫会東播支部
広報委員 木村貴之
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